

















命令]における YOT[Youth Offending TeamJの取り組みを紹介し，若
干の検討を行う O なお，本稿では以後， Youth Offending Teamについて，


















いるように思われる O 実際， 2008年12月30日の新聞において， I被収容人員
適正化方策に関する部会」が，社会奉仕命令を保護観察の条件として導入す
べきという案をまとめたことが報道された60
第二の動機は， restorative justice [修復的司法/正義]への注目が高まっ




































ィストリクト [DistrictJ13，大都市圏ディストリクト [Metropolitan Dis-
trictJ，大ロンドンでは区 [BoroughJである O もっとも YOTを設置する
のは単一の地方自治体とは限らず，複数の地方自治体が共同して設置するこ
ともあるO イングランドとウエールズで155のYOTが設置されている140
また， YOTの管轄機関(または監督機関)は少年司法委員会 [Youth Jus-





体保健局 [localhea1th authority J16が指名した者， 1996年教育法 [Educa-
tion Act 1996. J 532条に基づき地方自治体によって任命された首席教育官
[chief education officer Jが指名した者，および地方自治体がイングラン
ドにある場合には， 2004年児童法 [Children's Act 2004Jに基づく地方自
治体によって任命された児童サーヴィス [children'sserviceJによって指
名されたソーシャル・ワークの経験を有する者によって構成される(犯罪・










order J20，児童安全命令 [childsafety order J21，補償命令，及び行動計画
命令 [actionplan order J2において，責任官 [responsibleofficer Jとし
て行動する者の提供，それに⑤拘束・訓練命令 [detention and training 



























































(National Standards8.2) 0 1970年代には英米において“nothingworks"30 (1何
も効かないJ)という，処遇悲観論が台頭し， just desert (犯罪に見合った正当な
応報としての刑罰を科せばよい)という考えが主流だったが， 1990年代に入っ
て，“somethingworks"という考えが巻き返してきた。そして，科学的な






























そして最後に，接触には， I監督官J[Supervising Officer J， YOTのそ
の他の構成員，その他の機関の構成員，及び，少年に会う許可を与えられた
ボランティアが参加する O
第6に， YOT責任者は，児童・少年による不出席34[Failure to attendJ 














































































3 r地域社会への返済J[Community payback] 
(1) 意義 既に述べたように， I地域社会への返済J[Community 


























[Hea1th and Safety (y oung Persons) Regulations 1997J と「少年司法委員
会・地域社会への返済手引きJ[Youth Justice Board Community 
payback guidanceJの要請にあてはまるよう，適切に監督し，リスク評価










省 [Departmentof HealthJ との照合に服させることである O ただし，こ
の照合についての責任は， YOT責任者だけでなく，治安判事補佐官
[Clerk to the J usticesJ 37にもある (National Standards5.17)。
4 補償命令における YOTの活動の具体例












第 2に， Bilton Allotment Projectといって，市民菜園で多種類の野菜
(にんじん， トウモロコシ，カリフラワー等)やハーブ(ミント，タイムなど)を栽培











カルダーデールのYOTは， The Artists groupを結成し， Local Net-
work fundから資金提供を受けた上で，芸術家たちの支援の下，補償命令




























































む， Reparation Orderにおける YOTの活動の実態である O その際には，
社会安全研究財団の渡辺昭一研究主幹から紹介していただいた，Joint 








れば幸いである O 以上で，本稿を締めくくることとする O 読者の皆様の忌J障
のないご質問，ご意見をいただければ幸いである O
1 Reparation Order [補償命令]についての我が国での先行研究としては，守山正
「イギリスにおけるリストラティブ・ジャスティスの問題点~一九九八年犯罪・秩序
違反法をめぐる論争"-'J捜査研究第587号 (2000年)13-19頁がある O 但し，守山教授
は， Reparation Orderを「修復命令」と訳されている。しかし，“restorativejus-
tice"の訳として「修復的司法(正義)Jが定着しているので， I修復命令」という訳





tion Orderのほかに， Compensation Orderというものがあり，これは文字通り，
犯罪者に被害者への金銭的賠償を命じるものである。参照， http://www.cjsonline. 



































11 Home Office， No More Excuses-A New Approach To Tackling Youth Crime 
In England and Wales， Presented to Parliament by the Secretary of State for 
the Home Department by Command of Her Majesty， November 1997， Cm. 3809， 
pp.12-14. 
12 2008年 1月26日の研究会での口頭発表では， r県 [Shire]と紹介したが"
County"の誤りである。訂正の上，お詫びする。参照，安藤明「イングランドの地
方議会Jhttp://www.clair.or.jp/j/forum/other/htm1l28/index.htmi。なお，安
藤・前掲によると， rイングランド(シリー島 Dslesof Sily]を含む)とウエール
ズ全土で411の地方自治体が存在する」とのことである。




設立しているかどうかは，不明でトある。また，ロンドン中心部のシティ [City of 
London]も独立の自治体だが， Tower Hamlets区と合同でYOTを設立しているO






以前は内務省 [Home Office]の管轄だったが， 2007年5月9日に司法省 [Minis-
try of J ustice]が設立されると同時に，司法省の管轄に移された。
16 白瀬由美香「イギリスにおける地域保健サービスの形成-NHS成立の一側面」大
原社会問題研究所雑誌第586・587号 (2007年)34頁によると， r地方自治体の公衆衛
生部がLocalHealth Authority (地方自治体保健局;以下LHAとする 原注ま




17 YOUTH JUSITCE ANNUAL STATISTICS 2005/06 p. 6. 




32人の常勤実務家 [Fulltime Practitioners]， 6人の非常勤実務家， 12人の開廷期
間職員 [Sessional]，16人の事務職員 [Administrative]，6人の責任者 [Man-
Iラ4
agerJ，及び 2人の学生/訓練生 [StudentsltraineesJが在籍するとのことであ
る。YOUTHJUSITCE ANNUAL STATISTICS 2005/06 pp.5-6. (なお， Con-
neXlOnsとは， 13歳から19歳の青少年一般(学習の困難ないし障害を有する場合には
25歳までの青年)のための進路相談のための窓口というべきものである o h旦巴4























uk/ en -gb / yjs/ Sen tencesOrdersandAgreements/ SupervisionOrder / 
25 I法律で量刑が固定されている罪」とは，謀殺罪 [murderJのことである。謀殺
罪に対する法定刑は，成人の場合には終身刑 [lifeJのみ，児童 ・青少年の場合にも















30 Martinson， R. What works? Questions and answers about prison reform. 










35 全国プロベーション局 [NationalProbation ServiceJは，イングランド及びウェ
ールズ、で、のプロベーションを統括する組織である。もっとも現在では，全国プロベー
ション局は，刑務所庁 [PrisonServiceJとともに， 2004年6月に創設された全国犯
罪者管理サーヴィス [NationalOffenders Management ServicesJ (略称NOMS)
の傘下に組み入れられている。参照，清野憲一 「英国法務事情(1)J刑事法ジャーナル
第3号 (2006年)75頁。









38 Joint Inspection of Youth Offending Teams Annual Report 2005/2006 p. 70. 
39 http://www . warwickshire.gov. uk/Web/ corporate/pages.nsf/Links/ 
1B34D28013B2FOE880257146004CFE9A/$file/Newsletter+ Dec.pdf 





43 実際， 2007年には，通常第一審で有罪判決を受けた178人の少年のうち， 126人が自
由刑の執行猶予判決を宣告され，そのうち26人が保護観察に付されている。参照，法
務省法務総合研究所編『平成20年版犯罪白書Jl153頁。
44 最判昭和24年8月18日刑集第3巻第9号1489頁。
45 例えば，津登俊雄『少年法入門(第4版)Jl(有斐閣ブックス， 2008年)231頁，参
照。
